
５ 参 考 資 料 
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（１）農業農村整備事業の実施手続 

 

 

  
 県営土地改良事業は、申請者が施行申請に必要な調査を行い、地区計画書を作成の

上、事業計画の概要を策定し県に申請することとなる。  
 しかし、調査・計画には高度の技術と多額の費用を要することから、地元から調査

委託の希望があった場合においては、施行申請に必要な調査・計画を「県営事業等調

査及び計画受託規則」により県が実施できることとしている。  
 なお、県営事業の開始等の手続きについては、別に定める「宮城県農業農村整備事

業等実施要綱」によるものとする。  
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○土地改良事業等調査及び計画受託規則 

昭和四十八年三月十六日 

宮城県規則第五号 

改正 昭和五六年九月一八日規則第六〇号 

昭和六三年三月三〇日規則第一四号 

平成元年三月二七日規則第二〇号 

平成七年三月三一日規則第三八号 

平成八年三月二九日規則第四二号 

平成一二年三月三一日規則第四〇号 

平成一四年三月二九日規則第六五号 

平成一五年一月二四日規則第一号 

平成一六年三月三一日規則第七三号 

平成二〇年三月三一日規則第五六号 

平成二四年七月三日規則第五五号 

平成三〇年三月二〇日規則第一九号 

令和四年三月三一日規則第二五号 

〔土地改良事業調査受託規則〕をここに公布する。 

土地改良事業等調査及び計画受託規則 

（平一二規則四〇・平二〇規則五六・改称） 

（趣旨） 

第一条 この規則は、県営土地改良事業及びこれに準ずる県営事業（以下「県営土地改良事

業等」という。）の実施を希望する市町村、土地改良区等からの委託を受けて行う当該県

営土地改良事業等に係る調査及び計画（以下「調査事業」という。）の実施に関し必要な

事項を定めるものとする。 

（平七規則三八・平八規則四二・平一二規則四〇・一部改正） 

（調査事業の範囲等） 

第二条 この規則に基づき受託する調査事業は、国庫補助の対象となる県営土地改良事業等

のうち、次に掲げる事業（維持管理及び災害復旧に係る事業を除く。）のいずれかに係る

ものとする。 

一 農地整備事業 

二 水利施設整備事業 

130



2/21 

三 農地防災事業 

四 地域用水環境整備事業 

五 中山間地域総合整備事業 

六 その他知事が特に必要と認める事業 

２ 調査事業は、土地改良法施行規則（昭和二十四年農林省令第七十五号）第六条及び第十

四条の二の規定並びに関係法令の規定により作成する地区計画書の作成に当たり必要な

調査及び計画の作成を行う。 

３ 調査事業の期間は、原則として三年以内とする。 

（平二〇規則五六・全改、平二四規則五五・一部改正） 

（委託の申込み） 

第三条 調査事業の委託をしようとするものは、調査事業の開始を希望する年度の前年度の

七月末日までに土地改良事業等調査及び計画委託申込書（様式第一号）を知事に提出しな

ければならない。 

（平七規則三八・平八規則四二・平一四規則六五・平二〇規則五六・一部改正） 

（受託の決定等） 

第四条 知事は、前条の申込書を受理した場合は、別に定めるところによりその内容を審査

し、及び必要に応じて現地調査等を行い、受託の適否を決定するものとする。この場合に

おいて、知事は、速やかにその旨を様式第二号により通知するものとする。 

２ 前項の審査においては、別に定める地区計画検討委員会の意見を聴くものとする。 

（平八規則四二・平二〇規則五六・平二四規則五五・一部改正） 

（契約の締結） 

第五条 知事と前条の通知を受けたもの（以下「委託者」という。）は、調査事業のうち当

該年度に実施する事業（以下「年度事業」という。）の委託契約を土地改良事業等調査及

び計画委託年度契約書（様式第三号）により締結するものとする。 

２ 委託者は、委託料として年度事業に要する経費の二分の一に相当する額（当該年度事業

が国庫補助の対象となる場合にあつては、年度事業に要する経費から国庫補助の額を控除

した額の二分の一に相当する額）を負担しなければならない。 

３ 委託料は、知事の発行する納入通知書により一時に納入しなければならない。 

（平一四規則六五・全改、平二〇規則五六・平二四規則五五・一部改正） 

（調査事業の変更） 

第六条 知事又は委託者は、調査事業の内容を変更しようとするときは、土地改良事業等調
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査及び計画委託変更協議書（様式第四号）により協議しなければならない。 

（平一四規則六五・全改、平二〇規則五六・一部改正） 

（調査事業の廃止） 

第七条 知事又は委託者は、調査事業を廃止しようとするときは、土地改良事業等調査及び

計画委託廃止協議書（様式第五号）により協議しなければならない。 

（平一四規則六五・追加、平二〇規則五六・一部改正） 

（書類の経由） 

第八条 この規則により知事に提出する書類は、正本及び副本各一部とし、調査事業の施行

地を所轄する地方振興事務所長（以下「所長」という。）を経由しなければならない。 

２ 所長は、前項の書類の提出があつたときは、意見を付して知事に送付しなければならな

い。 

（昭六三規則一四・平八規則四二・平一二規則四〇・一部改正、平一四規則六五・

旧第七条繰下・一部改正、平一六規則七三・平二〇規則五六・一部改正） 

（年度事業の実施及び報告） 

第九条 所長に、第五条第一項に規定する年度事業の委託契約を締結し、当該年度事業を実

施する権限を委任する。 

２ 所長は、必要に応じ年度事業の一部を委託し、又はその委託の内容を変更することがで

きる。 

３ 所長は、前項の規定による委託をしたとき又は委託の内容を変更したときは、様式第六

号により知事に報告しなければならない。 

４ 所長は、年度事業が終了したときは、速やかに、様式第七号により年度事業の結果を知

事に報告しなければならない。 

５ 知事は、前項の規定による報告を受けたときは、速やかに、様式第八号により報告の内

容を委託者に通知するものとする。 

（平一二規則四〇・追加、平一四規則六五・旧第八条繰下・一部改正、平一五規則

一・平二〇規則五六・平二四規則五五・一部改正） 

（調査事業の報告） 

第十条 知事は、調査事業が終了したときは、速やかに、様式第八号により委託者に報告す

るものとする。 

（平一四規則六五・追加、平二四規則五五・一部改正） 

（雑則） 
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第十一条 この規則に定めるもののほか、調査事業の実施に関し必要な事項は、知事と委託

者との間において協議の上定めるものとする。 

（平八規則四二・一部改正、平一二規則四〇・旧第八条繰下、平一四規則六五・旧

第九条繰下） 

附 則 

この規則は、昭和四十八年四月一日から施行する。 
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様式第1号(第3条関係) 

 

土地改良事業等調査及び計画委託申込書 

 

第       号  

年   月   日  

 

 宮城県知事       殿 

 

住所              

氏名              

 

 県営土地改良事業   地区調査事業を委託したいので，土地改良事業等調査及び計画

受託規則第3条の規定により下記の関係書類を添えて申し込みます。 

 

記 

 

1 事業計画書(別紙1) 

 

 

2 調査事業同意状況調書(別紙2) 

 

 

3 市町村長の意見書(別紙3) 

 

 

4 その他知事が必要と認める書類 

 

 

(注) 1 調査事業同意状況調書は，所有権等個人の財産権に変更が生ずる場合に添付する

こと。 

   2 市町村の意見書は調査事業を委託しようとするものが市町村長以外のものであ

る場合に添付すること。 
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(
注

)
1
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。
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別紙2 

調 査 事 業 同 意 状 況 調 書 

年 月 日現在 

市町村名 大字名 集落名 有資格者数 同意者数 未同意者数 同意率 備 考 

(注) 副本には同意書原簿の写し1部を添付し，地方振興事務所で保管するものとする。 
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別紙3 

市 町 村 長 の 意 見 書 

市町村長名

1 事業の必要性 
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様式第2号(第4条関係) 

第 号 

年  月  日 

  申込者 殿 

宮城県知事 

土地改良事業等調査及び計画の受託について(通知) 

年  月  日付け〔第  号〕で申込みのあつたこのことについて，下記のとお

り受託する(しない)ので，土地改良事業等調査及び計画受託規則第4条の規定により通知し

ます。 

記 

1 事業名 

2 地区名 

3 受益面積 

4 その他 

(注) 受託しないときは，4 その他に理由を記載する。 

138



10/21

 

様式第3号(第5条関係) 

土地改良事業等調査及び計画委託年度契約書 

(以下「甲」という。)と宮城県 所長(以

下「乙」という。)は，土地改良事業等調査及び計画受託規則第5条の規定に基づき， 

  年度      事業の   地区の年度事業について，次のとおり契約を締

結する。 

(年度事業の内容) 

第1条 乙の実施する 年度の年度事業は，別添事業計画書のとおりとする。 

(年度事業の期間) 

第2条 この契約の有効期間は，契約成立の日から 年  月  日までとする。 

(年度事業費及び支払い方法) 

第3条 年度事業費は，総額   円とし，甲及び乙はそれぞれ2分の1(年度

事業に要する経費から国庫補助の額を控除した額の2分の1)ずつ負担することとする。 

2 甲は，前項の負担額について，乙の発行する納入通知書により 年 月 日までに納

入するものとする。 

(契約の変更) 

第4条 この契約の内容を変更する必要が生じたときは，甲乙協議して定める。 

(その他) 

第5条 この契約書に定められた事項についての疑義又は契約書に定めのない事項が生じ

たときは，甲乙協議して定める。 

この契約を証するため，本書2通を作成し，甲乙記名押印の上各自1通を所持する。 

年 月 日 

甲 印

乙 宮城県 所長  印

(注) 1 変更があった場合には，変更箇所のみ記載し，変更契約書を作成すること。 

2 変更契約を締結する場合には，別紙年度全体事業計画書の変更箇所を朱書で下段

に明記すること。
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様式第4号(第6条関係) 

土地改良事業等調査及び計画委託変更協議書 

第 号  

年 月 日  

 宮城県知事 殿 

(委 託 者) 

委 託 者

(宮城県知事) 

年 月 日付け  第  号で受託の通知があつた(をした)県営土地改良事業 

 地区調査事業について，その内容を下記のとおり変更したいので，土地改良事業等調査

及び計画受託規則第6条の規定により協議します。 

記 

1 変更事項 

2 変更理由 

3 変更内容 

(注)変更内容は，事業計画書(様式第1号の別紙1)に変更事項を赤黒対照で示すこと。 
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様式第5号(第7条関係) 

土地改良事業等調査及び計画委託廃止協議書 

第 号  

年 月 日  

 宮城県知事 殿 

(委 託 者) 

委 託 者

(宮城県知事) 

年 月 日付け  第  号で受託の通知があつた(をした)県営土地改良事業 

 地区調査事業について，下記のとおり廃止したいので，土地改良事業等調査及び計画受

託規則第7条の規定により協議します。 

記 

1 廃止理由 
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様式第6号(第9条関係) 

第 号 

年  月  日 

宮城県知事 殿 

所長

年度土地改良事業等調査委託(委託変更)について(報告) 

このことについては，下記のとおりです。 

記 

1 地区名 地区 

2 年度事業費 千円 

3 委託者名 

4 委託期間 自 年  月  日 

至 年  月  日 

5 添付書類 

(1) 委託契約書(写)

(2) 変更理由書(委託変更の場合)

(注) 委託変更の場合は，年度事業費及び委託期間について，上段に( )書きで変更前

の金額(期間)を記載すること。 
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様式第7号(第9条関係) 

第 号

年 月 日 

宮城県知事 殿 

所 長  

年度土地改良事業等調査及び計画について(報告) 

このことについては，下記のとおりです。 

記 

 1 地 区 名  地区 

 2 施 行 地 名 

3 年度事業費 千円 

 4 施 行 方 法 

 5 期 間 自 年 月 日 

至 年 月 日 

 6 結 果 別紙のとおり 

 7 記 事 

(注)1 経過表(別紙1)及び位置図を添付すること。 

2 調査事業の最終年度に係る報告については，個別表(別紙2)を添付すること。 
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様式第 8号(第 9条，第 10 条関係) 

第 号

年 月 日 

殿 

宮城県知事

土地改良事業等調査及び計画の終了について(報告) 

年  月  日付け〔 第  号〕で申込みのありましたこのことについて

は，土地改良事業等調査及び計画受託規則第 9条第 4項(第 10 条)の規定により年度事業

(調査事業受託)の結果(終了)を報告します。 

記 

 1 地 区 名  地区 

 2 施 行 地 名 

3 調査事業費 千円 

 4 施 行 方 法 

 5 期 間 自 年 月 日 

至 年 月 日 

 6 結 果 別紙のとおり 

 7 記 事 

(注)1 年度事業の報告については，調査事業費の欄に年度事業費を記入し，別紙資料と

して経過表(様式第 6号の別紙 1)及び位置図を添付すること。 

2 調査事業の報告については，注 1の資料に個別表(様式第 6号の別紙 2)を添付す

ること。
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附 則（昭和五六年規則第六〇号）

この規則は、公布の日から施行する。

附 則（昭和六三年規則第一四号）

この規則は、昭和六十三年四月一日から施行する。

附 則（平成元年規則第二〇号）

（施行期日）

１ この規則は、公布の日から施行する。

（経過措置）

２ 第一条から第百十三条までの規定による改正前のこれらの規定に規定する各規則及び

各県令（以下「規則等」という。）の規定による諸様式で取扱い上著しく支障のないも

のについては、当分の間、改正後の規則等の規定によるものとみなす。

附 則（平成七年規則第三八号）

この規則は、平成七年四月一日から施行する。

附 則（平成八年規則第四二号）

この規則は、平成八年四月一日から施行する。

附 則（平成一二年規則第四〇号）

この規則は、平成十二年四月一日から施行する。

附 則（平成一四年規則第六五号）

この規則は、平成十四年四月一日から施行する。

附 則（平成一五年規則第一号）

この規則は、平成十五年四月一日から施行する。

附 則（平成一六年規則第七三号）

この規則は、平成十六年四月一日から施行する。

附 則（平成二〇年規則第五六号）

この規則は、平成二十年四月一日から施行する。

附 則（平成二四年規則第五五号）

この規則は、公布の日から施行する。

附 則（平成三〇年規則第一九号）

この規則は、公布の日から施行する。

附 則（令和四年規則第二五号）

（施行期日）
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１ この規則は、公布の日から施行する。

（経過措置）

２ この規則の施行の際現に改正前の各規則の規定に基づいて提出等された申請書等は、

それぞれ改正後の各規則の規定に基づいて提出等された申請書等とみなす。

３ 改正前の各規則の規定による諸様式で取扱い上著しく支障のないものについては、当

分の間、改正後の各規則の規定によるものとみなす。
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21/21 

様式第１号（第３条関係）

（平14規則65・全改，平15規則１・平16規則73・一部改正，平20規則56・旧様式

第２号繰上・一部改正，令４規則25・一部改正） 

様式第２号（第４条関係）

（平20規則56・追加） 

様式第３号（第５条関係）

（平14規則65・追加，平15規則１・平20規則56・平24規則55・平30規則19・一

部改正）

様式第４号（第６条関係）

（平14規則65・追加，平15規則１・平20規則56・令４規則25・一部改正） 

様式第５号（第７条関係）

（平14規則65・追加，平15規則１・平20規則56・令４規則25・一部改正） 

様式第６号（第９条関係）

（平24規則55・追加） 

様式第７号（第９条関係）

（平12規則40・追加，平14規則65・旧様式第３号繰下・一部改正，平20規則56・

一部改正，平24規則55・旧様式第６号繰下） 

様式第８号（第９条，第10条関係） 

（平12規則40・追加，平14規則65・旧様式第４号繰下・一部改正，平20規則56・

一部改正，平24規則55・旧様式第７号繰下） 
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宮城県農業農村整備事業等実施要綱 

  制定 平成２０年４月１日農村第３号 
最終改正 令和３年６月２４日農村第１３８号 

 （趣旨） 
第１ この要綱は、県が実施、受託、補助、助成等を行う農業農村整備事業等について、

土地改良法（昭和 24 年法律第 195 号。以下「法」という。）、県営土地改良事業条例
（昭和 25 年宮城県条例第 67 号）、国営土地改良事業負担金等徴収条例（昭和 34 年宮
城県条例第 36 号）及び土地改良事業等調査及び計画受託規則（昭和 48 年宮城県規則 5
号。以下「受託規則」という。）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとす
る。 

 （事業の定義） 
第２ 農業農村整備事業等とは、農業生産基盤の整備、農村の生活環境整備及び農村の保

全管理を目的として、法及びその他の法令並びに国の定める要綱等に基づき実施する
事業のことをいう。 

２ 農業農村整備事業等は、施行主体により次のとおり区分する。 
(1) 県営事業 県が施行主体となり実施する農業農村整備事業等をいう。
(2) 団体営事業 市町村及び土地改良区等が施行主体となり実施する農業農村整備事業

等をいう。
(3) 国営事業 国が施行主体となり実施する農業農村整備事業等をいう。

（環境との調和への配慮） 
第３ 農業農村整備事業等の施行に当たっては、環境との調和に配慮した農業農村整備事

業等基本要綱（平成 14 年 2 月 14 日付け 13 農振第 2512 号）等に基づく措置を講ずるも
のとする。 

 （県営事業の事業管理計画） 
第４ 県は、計画的な県営事業の推進を図るため、事業管理計画を毎年度策定することと

し、その計画期間は、作成年度を初年度とした１０年間とする。 
２  事業管理計画は、県の予算確保の見通し等を総合的に勘案して策定するものとする。 
３ 事業管理計画には、当該計画を作成しようとする年度において事業実施中の地区及び

当該計画の計画期間内に事業着手を予定する地区について策定するものとする。 
４ 事業管理計画は、前項の地区につき、事業種別、地区名、事業実施時期、事業量、概

算事業費等を明らかにするものとする。 
５ 県は、事業管理計画の策定に当たり市町村、土地改良区等関係機関の意見を聴くもの

とする。  
６ 事業管理計画は、宮城県農業農村整備事業等管理計画策定要領に基づき策定するもの

とする。 

 （県営事業の地域整備構想の策定） 
第５ 事業管理計画に位置づけられた県営事業について、法第８５条第１項、法第８５条

の２第１項、法第８５条の３第１項若しくは第６項又は法第８５条の４第１項の規定
による申請を行おうとする者（以下「事業申請者」という。）は、地域整備構想を策
定するものとする。  

２ 地域整備構想は、関係者の合意のもとで、地域の現状と課題を整理し、県営事業の実
施によって目指す農村地域の将来構想等を明らかにするものとする。 

 （県営事業の計画概要の策定） 
第６ 事業申請者は、地域整備構想に基づき、県営事業として実施しようとする農業農村

整備事業の計画の概要（以下「計画概要」という。）を策定するものとする。 
２ 計画概要は、土地改良法施行規則（昭和 24 年農林省令第 75 号）第６条の規定により

作成するものとする。 

 （県営事業の土地改良法に基づく施行申請） 
第７ 事業申請者が、県営事業の施行を申請する場合には、第６の計画概要を添付しなけ
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ればならない。 
２  県が、前項の申請をうけ、法第８６条第１項の規定により適否の決定を行う際の手続

きについては、県営土地改良事業計画決定要領（以下「計画決定要領」という。）に
基づくものとする。 

３ 前項の規定において、県は、社会経済の情勢から当該事業の実施が困難と認められた
場合、適否の決定を留保することができるものとする。

 （県営事業の事業計画書策定の受託） 
第８ 県は、第５の地域整備構想が策定された後に、受託規則に基づき、事業申請者から

の申請により、事業計画書の策定を受託することができる。 
２ 県は、法に基づかない農業農村整備事業等（以下「予算補助事業」という。）につい

て、市町村等からの申請により、各事業実施要綱及び要領等に基づく事業計画書の策
定を受託することができる。 

３ 県は、前２項の申請があったときには、新規調査受託審査方針等に基づき内容を審査
し、受託の可否を決定するものとする。 

４ 県は、受託して事業計画書を策定するときは、委託者その他の関係者と十分な連携を
図るものとする。 

 （県営事業の事業計画書の検討） 
第９ 事業申請者又は予算補助事業の申請者（以下「事業申請者等」という。）は、県営

事業の着手を希望する前年度の５月末日までに、地方振興事務所長に事業計画書を提
出するものとする。ただし、県が事業計画書を策定している場合は、この限りでない
。 

２ 地方振興事務所長は、前項により提出された事業計画書について、内容を調査の上、
必要があると認めたときに、事業申請者等に指導・助言するものとする。 

３ 県は、事業計画書が提出された場合又は県が策定した事業計画書について、国庫補助
事業としての採択等の手続きを円滑に進めるために必要と認めるときは、あらかじめ
国との調整を行うものとする。 

 （県営事業の国庫補助事業採択申請等） 
第１０ 県は、県営事業の実施について法第８６条第１項により適当と決定した後、当該

事業について、国庫補助事業としての採択申請等の手続きを行うものとする。ただし
、予算補助事業にあっては、宮城県農業農村整備事業等地区計画検討実施要領（以下
「計画検討実施要領」という。）に基づき、内容を審査した後とする。 

２ 県は、国庫補助事業として円滑に事業を実施する上で止むを得ない理由がある場合に
は、前項の規定にかかわらず、法第８６条第１項の決定前に国庫補助事業の採択申請
等の手続きに着手することができるものとする。 

３ 県は、前項の場合において、法第８６条第１項の規定により適当ではないと決定され
たときは、直ちに国庫補助事業として実施するための手続きを中止するものとする。 

 （県営事業の開始） 
第１１ 県は、第７により県営事業の施行が適当であると決定したときは、法第８７条第

１項の規定により、県営事業の計画を策定するものとする。 
２ 県営事業の計画を策定する際の手続きについては、計画決定要領に基づくものとす

る。 
３ 県営事業の計画による工事に着手するときは、次の要件を満たさなければならない。 
(1) 法第８７条第６項の異議申立てがないとき、又は異議申立てがあった場合において

そのすべてについて同条第７項の規定により決定があり、事業計画が確定している
こと。

(2) 当該事業に要する経費について、県の予算が確保される見通しがあること。
(3) 国により、国庫補助事業としての採択等が決定していること。

４ 予算補助事業に着手するときは、前項（２）及び（３）の規定を準用する。 

 （県営事業の計画の変更） 
第１２ 県営事業の計画を変更するときは、法第８８条の規定により県が変更後の事業の

計画（以下「変更計画」という。）を策定するものとする。 
２ 変更計画を策定する際の手続きについては、計画決定要領に基づくものとする。 
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３ 当該変更計画に係る工事等への着手は、法第８８条の規定により、変更後の事業計画
が確定した後に行うものとする。 

（団体営事業の事業管理計画） 
第１３ 団体営事業の事業管理計画策定については、第４の規定を準用する。 

（団体営事業の計画の策定と申請） 
第１４ 団体営事業の計画の策定及び申請手続きについては第５から第７の規定を準用する。

（国営事業の事業管理計画） 
第１５ 国営事業の事業管理計画策定については、第４の規定を準用する。 

（国営事業の農林水産大臣との協議） 
第１６ 県は、国営事業について、農林水産大臣から法第８６条第２項又は法第８８第４

項の協議があった場合には、事業管理計画への位置づけの有無を確認しなければなら
ない。 

２ 前項の確認の結果、事業管理計画への位置づけがない場合には、事業管理計画の変更
を行うものとする。そのときは、当該国営事業の必要性、緊急性、効果性、効率性等
を十分に検討した上で、他の事業との調整を図るものとする。 

３ 前項の変更後の事業管理計画は、県の予算確保の見通し等を総合的に勘案して策定し
なければならない。 

４ 第２項の検討及び調整の結果、当該国営事業を事業管理計画に位置づけるべきではな
いとの結論を得た場合には、法第８６条第２項又は法第８８条第４項の協議に対して
は、その旨を回答するものとする。 

 （地区計画検討委員会） 
第１７ 県は、次に掲げる事項について意見を聴くため、計画検討実施要領に基づき地区

計画検討委員会を設置するものとする。 
(1) 第３に規定する環境との調和への配慮
(2) 第４に規定する事業管理計画の決定
(3) 第８第３項に規定する受託の可否の決定
(4) 第９第２項に規定する事業計画書への指導・助言
(5) 第１０第２項の国庫補助事業採択等手続きの着手
(6) 第１２第１項の事業計画の変更
(7) 第１３から第１５の規定により準用される（２）及び（４）の事項
(8) 水利施設等保全高度化事業実施要綱、農山漁村地域整備交付金実施要綱及び農業水

路等長寿命化・防災減災事業実施要綱等に基づく機能保全計画策定の着手
（9） 県有施設に係る調査計画の着手

 （公共事業評価） 
第１８ 県は、県営事業（第１７第１項（８）の事業を除く。）について、「行政活動の

評価に関する条例」及び「行政活動の評価に関する条例施行規則」に基づき、公共事
業評価を実施しなければならない。

附 則 
この要綱は、平成２０年４月１日から施行する。 

附 則 
この要綱は、平成２３年７月１日から施行する。 

附 則 
この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

附 則 
この要綱は、令和３年６月２４日から施行する。 
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宮城県農業農村整備事業等管理計画策定要領

制 定 平成２０年４月１日農村第３号
最終改正 平成３１年４月１日農村第１７号

（趣旨）

第１ 本要領は，宮城県農業農村整備事業等実施要綱（以下「実施要綱」という。）に定める

事業管理計画（以下「管理計画」という。）の策定に関して必要な事項を定めるものとする。

なお，本要領に基づき策定する事業管理計画は，「農業農村整備事業管理計画について（平

成3年6月24日付け3構改D第400号構造改善局長名通知）」との整合を図るものとする。

（管理計画の区分）

第２ 実施要綱第４第３項に規定する対象地区を，事業要望管理，事業計画管理，事業進捗管

理に区分する。

２ 事業要望管理の対象は，地域整備構想の策定中にあって，事業採択等を予定する年度の１

０年度前から５年度前までの地区とする。

３ 事業計画管理の対象は，地域整備構想が策定され，事業採択等を予定する年度の４年度前

から前年度までで，農業農村整備事業等の実施を県が妥当と判断した地区とする。

４ 事業進捗管理の対象は，地域構想実現のために，事業実施の初年度から完了年度までの地

区とする。

（管理計画の策定）

第３ 管理計画は，地域構想の実現に向けて関連施策と十分な調整を行い，農業農村整備事業

等の必要性，有効性及び緊急性を勘案し策定するものとする。なお，事業管理計画の区分に

応じて，主に次に掲げる施策等との調整を図るものとする。

(1) 事業管理計画全般

イ） みやぎ農業農村整備基本計画

ロ） 市町村農業振興地域整備計画

ハ） その他関連する施策や事業

(2) 事業要望管理
イ） 市町村及び改良区等要望
ロ） 県管内の整備状況

(3) 事業計画管理

イ） 農業水利施設のｽﾄｯｸﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄに係る事業については，機能保全計画

ロ） 経営体育成に係る事業については，営農に係る将来構想

ハ） 農地等の防災に係る事業については，各種防災計画

(4) 事業進捗管理

イ） 事業地区計画

ロ） 設定工期における年次施工計画

２ 前項のほか，年度毎に別に定める事業管理計画策定方針に基づき計画するものとする。

（管理計画の決定）

第４ 地方振興事務所長は，策定した管理計画を毎年度６月末日までに農村振興課に提出する

ものとする。各事務所からの提出された管理計画は，県の予算の見通しを踏まえ，地区計画

検討委員会の意見を聴いて，農政部長が決定する。決定の時期は，毎年度８月末日を目標と

する。

附 則
１ この要領は，平成２０年４月１日から施行する。
２ 宮城県農業農村整備事業管理計画策定細則（平成１２年４月１日施行）は，廃止する。
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宮城県農業農村整備事業等地区計画検討実施要領 

 制  定 平成１３年 ２月 １日  農計第８８７号 

  最終改正 令和 ４年 ４月 １日 農村第９６号 

 （趣旨） 

第１ 本要領は，宮城県農業農村整備事業等実施要綱（以下「実施要綱」という。）に基

づき，県が事業施行の主体又は支援の主体として，その計画の妥当性を判断し，また計

画策定過程の透明性及び客観性を確保して，社会経済情勢に対応した事業執行を行うた

めの検討に必要な事項を定める。 

 （検討対象） 

第２ 本要領で対象とする事業は，実施要綱第２に定める事業とする。 

２ 前項のうち，維持管理及び災害復旧に係る事業は除く。 

３ 団体営事業は，県費負担を伴うハード整備事業を対象とする。 

４ 非公共事業のうち，ソフトとハードが一体で採択される「農地耕作条件改善事業」及

び「農業水路等長寿命化・防災減災事業」のうち，県費負担を伴うものは対象とし，採

択前に検討するものとする。 

 （検討の時期と内容） 

第３ 事業計画の検討は，下記のときに実施する。 

（1） 事業管理計画を策定するとき（実施要綱第１７第１項（２），（７））

（2） 調査計画を受託するとき（実施要綱第１７第１項（３））

（3） 県有施設に係る調査計画を実施するとき（実施要綱１７第１項（９））

（4） 別表１第１項に掲げる新規事業地区計画を策定するとき（実施要綱第１７第１項（

１），（４），（５），（８））

（5） 別表１第２項に掲げる変更事業地区計画を策定するとき（実施要綱第１７第１項（

１），（６））

（6） 上記のほか，農政部長が必要と認めるとき

２ 前項のとき検討する項目内容は別紙－１及び別紙－２に定める。 

 （地区計画検討委員会の設置） 

第４ 第３の検討を行うため，地区計画検討委員会(以下｢委員会｣という。)を設置する。 

２ 委員会の効率的な運営を行うため，委員会に幹事会を設置する。 

３ 委員会の運営に関する事務は，農村振興課が行うものとする。 

４ 効率的・効果的な検討を図るため地方振興事務所に地方検討委員会を設置する。 

５ 地方検討委員会の構成及び運営については所長が別に定める。 

 （委員会の構成） 

第５ 委員会の構成は，別表２のとおりとする。 

２ 委員会の会議は，委員長が招集し，委員長がその議長となる。 

３ 委員会は，団体営事業の計画に関する検討を幹事会に委託する。 

４ 委員会は，実施要綱第１７第１項（８）に関する検討を幹事会に委託する。 

５ 委員会は，実施要綱第１７第１項（９）に関する検討を幹事会に委託する。 

６ 委員長は，必要に応じて検討に係る関係者に対し，出席を求めて意見若しくは説明を

聴き，又は必要な書類の提出を求めることができる。 

７ 委員長に事故がある時，又は委員長が欠けた時は，副委員長がその職務を代理する。 

 （幹事会の役割） 

第６ 幹事会は，委員会が行う第３の検討の事前検討の実施及び委員長が指示する検討を
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行う。 

２ 幹事会は，第５第３項の規定により団体営事業の計画に関する検討を行う。 

３ 幹事会は，第５第４項の規定により実施要綱第１７第１項（８）に関する検討を行 

 う。 

４ 幹事会は，第５第５項の規定により実施要綱第１７第１項（９）に関する検討を行 

う。 

 （幹事会の構成） 

第７ 幹事会の構成は，別表３のとおりとする。 

２ 幹事会は，幹事長が招集し，幹事長がその議長となる。 

３ 幹事長は，必要に応じて検討に係る関係者に対し，出席を求めて意見若しくは説明を

聴き，又は必要な書類の提出や現地調査を求めることができる。 

４ 幹事長に事故がある時，又は幹事長が欠けた時は，副幹事長がその職務を代理する。 

 （新規事業地区計画等策定時の事務手続き） 

第８ 地方振興事務所長は，新規事業地区の採択等を希望する年度の２年度前の１１月末

日までに様式第１号により，その次年度の地区計画検討の依頼予定について提出するも

のとする。 

２ 地方振興事務所長は，実施要綱第１７第１項（８）及び（９）を予定する年度の前年

度の７月末日までに様式１号により，その年度の地区計画検討の依頼予定について提出

するものとする。 

３ 事業申請予定者等は，実施要綱第９第１項の規定により，新規事業地区の採択等を希

望する年度の前年度の５月末日までに，事業計画書（実施要綱第１７第１項（８）を除

く。）及び地区計画検討依頼（様式第２号）を提出するものとする。ただし，県が事業

計画書を策定している場合は除く。 

４ 地方振興事務所長は，前項の提出のあった場合又は事業計画書を策定した場合は，実

施要綱第９第２項の規定による指導・助言ののち，様式第３号により地区計画検討書を

別に指示する期限までに提出するものとする。 

５ 地方振興事務所長は，第１項の規定により提出した内容について，止むを得ない事情

により計画検討を延期または中止する地区が生じた場合には，地区計画検討年度の６月

末日までに様式第７号により，変更内容を提出するものとする。 

 （変更事業地区計画策定時の事務手続き） 

第９ 地方振興事務所長は，実施要綱第１２第２項の規定により，変更事業計画の決定を

予定する前年度の１１月末日までに，変更地区計画検討依頼(様式第４号)を提出するも

のとする。 

２ 地方振興事務所長は，変更地区計画検討書を様式第５号により，別に指示する期限ま

でに提出するものとする。 

３ 地方振興事務所長は，第１項の規定により提出した内容について，止むを得ない事情

により計画検討を延期または中止する地区が生じた場合には，地区計画検討年度の６月

末日までに様式第７号により，変更内容を提出するものとする。 

 （検討結果の通知） 

第１０ 委員長は，委員会における意見を速やかに農政部長に報告する。 

２ 農政部長は，前項において報告された結果を，地方振興事務所長を経由し，検討を依

頼した者に速やかに通知(様式第６号)する。 

 （その他） 

第１１ この要領に定めるもののほか，農業農村整備事業地区計画検討に関して必要な事

項は，農政部長が別に定める。 
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検討項目 地区状況 判定

１　必要性 ① 地域整備構想は明確か。

②
地域農業の発展阻害要因が明確であ
り，事業実施の必要性が明確か。

③ 県の地域振興方向と合致するか。

２　有効性 ①
農地集積率の目標設定が明確か(80％以
上)。また，農地中間管理機構との連携
が見込まれるか。

②
中心となる経営体は育成・確保されて
いるか。

③
生産コスト低減や省力化技術の導入の
計画となっているか。

④
高収益作物の具体的な導入計画がある
か。

⑤ 多面的機能維持の活動があるか。

３　緊急性 ① 関連施策や関連事業等があるか。

②
いま事業実施しない場合の影響はある
か。

４　熟度 ① 受益者の調査同意状況。

②
地域整備構想の達成に向けた体制整備
に計画的に取り組まれているか。

③
用排水系統や土地調査等の事前調査が
実施されているか。

５　検討結果

（意見）

内容

事業の実施を希望する地区として調査計画の
受託が妥当か。

別紙－１(第３関係・調査計画を受託するとき) 

（１）農地整備事業の場合
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（２）水利施設整備事業及び農地防災事業（湛水防除事業のうち機能保全対策）の場合

検討項目 地区状況 判定

１　必要性 ① 地域整備構想は明確か。

②
地域農業の発展阻害要因が明確であ
り，事業実施の必要性が明確か。

③ 県の地域振興方向と合致するか。

２　有効性 ①
老朽化に伴う維持管理費は増加してい
るか。

②
ストマネ実施方針へ記載されている
か。

②
受益地内の農地が，地域の担い手に集
積されているか。

③ 機能保全計画が策定されているか。

４　緊急性 ① 関連施策や関連事業等があるか。

②
過去10年間で応急対策を実施したこと
があるか。

③
農業用基幹施設であり機能停止（能力
低下）による被害発生が想定される又
は既に被害があるか。

④ 対象施設の老朽化は進行しているか。

５　熟度 ①
関係土地改良区の総代会等の議決が得
られているか。

①
関係市町村における計画内容の合意や
予算の確約が得られているか。

②
道路，用排水系統及び受益範囲が整理
されえているか。

③ 予定管理者の合意を得ているか？

７　検討結果

（意見）

（水利施設整備事業の場合）

（湛水防除事業の場合）

水利施設整備事業（基幹水利施設整備型）※整備・更新事業を対象）

事業の実施を希望する地区として調査計画の
受託が妥当か。

内容

（水利施設整備事業(機能保全対策事業)）

水利施設整備事業（基幹水利施設整備型）※整備・更新事業を対象）

（水利施設整備事業(機能保全対策事業)）
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検討項目 地区状況 判定

１　必要性 ① 地域整備構想は明確か。

② 施設整備の必要性が明確か。

③ 県の地域振興方向と合致するか。

２　有効性

①
受益地内農地への湛水被害状況が整理さ
れているか。

②
被害想定区域内に民家・農業用施設，公
共施設は位置しているか。

①
防災重点農業用ため池として位置づけら
れているか。または，各種点検調査によ
り対策が求められているか。

②
被害想定区域内に民家・農業用施設，公
共施設は位置しているか。

①
被害想定区域内に民家・農業用施設，公
共施設は位置しているか。

３　緊急性

①
過去に応急排水対策を実施したことがあ
るか。

① 重要度区分で緊急性があるか。

② 関連施策や関連事業等があるか。

① 河川管理者から改善命令があるか。

②
過去に堤防決壊防止等の応急対策を実施
したことがあるか。

③ 関連施策や関連事業等があるか。

４　熟度 ①
用排水系統や受益範囲が整理されてお
り，事業推進のための事前調査が実施さ
れているか。

②
関係市町村における計画内容の合意や予
算の確約が得られているか。

②

防災重点農業用ため池の場合，工事期間
中の代替用水等の合意が得られている
か。その他農業用ため池の場合，受益者
からの調査同意が得られているか。

５　検討結果

（意見）

（湛水防除事業の場合）

（湛水防除事業の場合）

（ため池整備事業の場合）

内容

事業の実施を希望する地区として調査計画の
受託が妥当か。

（湛水防除事業の場合）

（ため池整備事業の場合）

（農業用河川工作物等応急対策事業の場合）

（農業用河川工作物等応急対策事業の場合）

（ため池整備事業の場合）

（３）農地防災事業調査の場合

（注）表中「内容」については，検討対象事業の特性に応じて，幹事会が変更することが

ある。 
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別紙－２(第３関係・新規及び変更事業地区計画を策定するとき) 

（注）上表は宮城県農業農村整備事業等地区計画検討実施要領の一部暫定改定について（

令和２年２月１４日付け農村号外）により暫定改定されたもので，農地整備事業の

例である。 
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別表１（第３（３），（４）関係） 
 １ 土地改良法(以下「法」という。)第５条、第４８条、第８５条第１項、第８５条

の２第１項、第８５条の３第１項若しくは第６項、第８５条の４第１項，第８７条
の３及び第９６条の２の事業計画を定める場合又は予算補助事業等で各事業の要綱
、要領に基づく事業計画を定める場合 

 ２ 法第８８又は第９６条の３の土地改良事業の施行に係る地域、その他土地改良事

業計画の農林水産省令で定める重要な部分の変更を行う場合又は予算補助事業等（

実施要綱第１７第１項(８)を除く。）の変更を行う場合 

 ただし、その変更の内容が次の各号のいずれかに該当する場合とするが、各事業

の要綱、要領に定めがある場合はその定めによる。 

（１） 土地改良事業の施行に係る地域の変更（ア又はイのいずれかの場合）

ア 新たに地域の一部となる土地の地積及び変更後の事業費のうちその土地

に係るものが，それぞれ変更前の土地の地積及び事業費の１０％を超える

場合

イ 地域の一部から除外する土地の地積及び変更後の事業費のうちその土地

に係るものが，それぞれ変更前の土地の地積及び事業費の１０％を超える

場合

（ア，イともに法第８８条第６項で準用する法第４８条第４項に規定する

地域の変更において土地改良法施行規則第３８条の６の２で定める軽微な

変更を除くもの。）

（２）その他土地改良事業計画の農林水産省令で定める重要な変更

「土地改良法施行規則第３８条の２の農林水産大臣が定める主要工事計画

等（平成１８年９月２５日農林水産省告示第１２７２号。以下「告示」とい

う）」に定める主要事業計画等の変更であって，以下に該当するもの 

ア 主要工事計画を変更する場合であり，次のとおりとする。

（ⅰ）貯水池等の追加又は廃止

（ⅱ）貯水池等の位置の大幅な変更

（ⅲ）農業用用排水施設の新設又は変更のみを内容とする事業にあっては

，１００ｈａ以上の受益面積の変更 

（ⅳ）農業用用水路又は農業用排水路の総延長の２０％以上の変更 

（ⅴ）農業用道路の総延長の２０％以上の変更 

（ⅵ）農業用道路の新設又は変更のみを内容とする事業にあっては，１０

％以上の変更 

（ⅶ）農用地の改良又は保全のため必要な工事にあっては，受益面積の１

００ｈａ以上又は当該事業の受益面積全体のおおむね２０％以上の工

種の追加又は廃止 

  上記における「区画整理工事」の場合は，次のとおりとする。 

（ⅰ）道路工の総延長の２０％以上の変更 

（ⅱ）用水路工の総延長の２０％以上の変更 

（ⅲ）排水路工の総延長の２０％以上の変更 

（ⅳ）暗渠排水工及び客土工は，受益面積全体のおおむね２０％以上又は

１００ｈａ以上の工種の追加又は廃止（区画整理区域内面積の増減は

除く） 

イ 管理すべき施設の種類並びにその管理の方法で貯水，放流，取水，導水

及び排水の時期及び水量並びに干ばつ時及び洪水時における措置を変更す

る場合
ウ 上記ア，イにかかる事業費の変更で告示第二号及び第四号に規定されてい
るものについて変更する場合
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別表２（第５関係） 
 委員会の構成 
 委員長   農政部副部長 
 副委員長 農政部副部長（技術担当） 
 委員 農政総務課長 農業政策室長 農業振興課長 みやぎ米推進課長 

 園芸推進課長 農山漁村なりわい課長  農村振興課長 農村整備課長 
農村防災対策室長 

別表３（第７関係） 
 幹事会の構成 
 幹事長 農村振興課（事業管理計画担当） 
 副幹事長  農村整備課（総括担当） 
 幹事 農村振興課（総括担当） 

 農山漁村なりわい課（総括担当） 
 農村整備課（農地集積指導担当） 
農村防災対策室（総括担当） 
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様式第１号 

  番 号 

  年 月 日 

  農政部長  殿 

  地方振興事務所長 

宮城県農業農村整備事業等地区計画検討の予定について（提出） 

  新規採択希望県営農業農村整備事業等のうち，  年度に地区計画検討の依頼を予定す

る地区について，下記のとおり提出します。 

記 

事  業  名 地区名 

関係市 

町村名 

地区面積 

概算事業費 備 考 

  ha 

  千円 

  ha 

  千円 

様式第２号 

  番 号 

  年 月 日 

  地方振興事務所長  殿 

  施行申請予定者 

宮城県農業農村整備事業等地区計画検討について（依頼） 

  年度新規採択希望県営農業農村整備事業等の下記地区計画について，検討願います

。 

記 

事  業  名 地区名 

関係市 

町村名 

地区面積 

概算事業費 備 考 

  ha 

千円 

ha 

千円 
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様式第３号 

  番 号 

  年 月 日 

  農政部長  殿 

  地方振興事務所長 

宮城県農業農村整備事業等地区計画検討書について（提出） 

  年度地区計画検討の依頼があった，下記の県営農業農村整備事業等新規採択等希望

地区の計画検討書を別添のとおり提出します。 

  記 

事  業  名 地区名 

関係市 

町村名 

地区面積 

概算事業費 

備   考 

（採択希望年度） 

  ha 

  千円 

  ha 

  千円 

様式第４号 

  番 号 

  年 月 日 

  農政部長  殿 

  地方振興事務所長 

宮城県農業農村整備事業等変更地区計画検討について（依頼） 

  年度計画変更予定の県営農業農村整備事業等地区計画について，検討願います。 

  記 

事  業  名 地区名 

関係市 

町村名 

地区面積 

概算事業費 備 考 

  ha 

千円 

ha 

千円 
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様式第５号 

  番 号 

  年 月 日 

  農政部長  殿 

  地方振興事務所長 

宮城県農業農村整備事業等変更地区計画検討書について（提出） 

  年度計画変更を予定する下記の県営農業農村整備事業等地区の計画検討書を別添の

とおり提出します。 

記 

事  業  名 地区名 

関係市 

町村名 

地区面積 

概算事業費 

備   考 

（変更予定年度） 

  ha 

  千円 

  ha 

  千円 

様式第６号 

  番 号 

  年 月 日 

  検討依頼者 殿 

農政部長 

宮城県農業農村整備事業等地区計画検討の結果について(通知) 

  年度県営農業農村整備事業等新規採択等希望地区（事業計画変更予定地区）につい

て，計画検討委員会における検討の結果を下記のとおり通知します。 

  記 

事  業  名 地区名 

関係市 

町村名 

地区面積 

概算事業費 

計画検討委員会 

の意見等 

  ha 

  千円 

  ha 

  千円 

（○○地方振興事務所(農業農村整備部扱い)経由）

※検討依頼者が県関係機関以外の場合に，上記のとおり記載する。
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様式第７号 

  番 号 

  年 月 日 

  農政部長  殿 

  地方振興事務所長 

宮城県農業農村整備事業等地区計画検討予定の変更について（提出） 

  年  月  日付け  第  号で提出した平成  年度に地区計画検討を予定す

る地区について，下記のとおり変更しますので提出します。 

記 

１ 変更後の地区計画検討予定地区 

事  業  名 地区名 

関係市 

町村名 

地区面積 

概算事業費 備 考 

  ha 

  千円 

  ha 

  千円 

（注）変更前の記載事項を見え消し線により削除すること。 

２ 変更の理由 

３ 添付資料 
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農地等地域整備構想策定支援事業費補助金交付要綱

（趣旨）

第１ 県は，農地等地域整備構想策定事業を行う者（以下「事業主体」という。）が農地等地

域整備構想策定支援事業に要する経費について，当該事業主体に対し，予算の範囲内にお

いて農地等地域整備構想策定支援事業費補助金（以下「補助金」という。）を交付するも

のとし，その交付等に関しては，補助金等交付規則（昭和51年宮城県規則第36号。以下「規

則」という。)及び農地等地域整備構想策定支援事業実施要領（以下「実施要領」という。）

に定めるもののほか，この要綱の定めるところによる。

（補助対象事業等）

第２ 補助金の交付対象となる事業の経費，補助額及び補助限度額は，別表１のとおりとす

る。

（交付の申請）

第３ 規則第３条第１項の規定による補助金交付申請書の様式は，別記様式第１号によるも

のとし，その提出期限は知事が別に定める日とする。

（交付申請の添付書類）

第４ 規則第３条第２項の規定により補助金交付申請書に添付しなければならない書類は，

次のとおりとする。

(1) 農地等地域整備構想策定支援事業実施計画書（実施要領別記様式第１号）

(2) 実施計画書附属資料

（交付決定前着手）

第５ 補助事業の着手は，原則として補助金の交付決定に基づき行うものとする。ただし，やむ

を得ない事由により，当該交付決定前に補助事業に着手する必要がある場合には，事業主体

は知事に対して，別記様式第７号を提出するものとする。

（交付の条件）

第６ 規則第５条の規定により付する条件は，次のとおりとする。

(1) 補助事業の内容の変更をする場合又は事業の一部を中止ないし廃止する場合において

は，別記様式第２号により，知事の承認を受けること。ただし，次に掲げる重要な変

更以外の軽微な変更にあっては，この限りでない。

イ 補助金交付決定額の10％以上の減額を伴う変更

ロ 補助対象経費区分ごとに20％以上の増減を伴う変更

ハ 補助対象事業の内容の重大な変更

(2) 補助事業の全部を中止し, 又は廃止する場合においては，別記様式第３号により，知

事の承認を受けること。

(3) 補助事業が予定の期間内に完了しない場合又は補助事業の遂行が困難となった場合に

おいては, 速やかに，知事に報告してその指示を受けること。

（状況報告）

第７ 知事は，事業主体に対し必要の都度，別に定める様式により，執行状況の報告を求めるこ

とができる。
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（実績報告）

第８ 規則第12条第１項の規定による補助事業実績報告書の様式は，別記様式第４号による

ものとし，次の各号に掲げる書類を添付するものとする。

(1)実施要領第６により知事に提出する事業実績書及び附属資料

(2) 農地等整備構想策定支援事業費補助金財産管理台帳（別記様式第６号）

（補助金の交付方法）

第９ 補助金は，規則第13条に規定する補助金の額の確定後に交付するものとする。ただし，

知事が補助事業の遂行上必要と認めるときは，規則第15条ただし書の規定により，概算払

により交付できるものとし，その請求書の様式は，別記様式第５号によるものとする。

（処分の制限を受ける財産）

第10 規則第21条第２号及び第３号の規定により処分の制限を受ける財産は，取得価格又は

効用の増加した財産の価格が５万円以上のものとする。

（処分の制限を受ける期間）

第11 規則第21条ただし書きの規定により処分の制限を受ける期間は，減価償却資産の耐用

年数等に関する省令（昭和40年大蔵省令第15号）に耐用年数が定められているものにあっ

ては，その耐用年数に相当する期間とする。

（書類の備付け等）

第12 市町村等は，第11の期間内において処分の制限を受ける財産の管理の状況を明らかに

するため，その財産に係る財産管理台帳を別記様式第６号により作成し，関係書類を整備

保管しなければならない。

（その他）

第13 この要綱に定めるもののほか，補助金の交付等に関して必要な事項は，別に定める。

附 則

１ この要綱は，平成２９年１１月１６日から施行し，平成２９年度予算に係る補助金に適

用する。

２ この要綱は，次年度以降の各年度において，当該補助金に係る予算が成立した場合に，

当該補助金にも適用するものとする。

附 則

１ この要綱は，平成３１年４月１日から施行し，平成３１年度予算に係る補助金に適用す

る。

２ この要綱は，次年度以降の各年度において，当該補助金に係る予算が成立した場合に，

当該補助金にも適用するものとする。

附 則

１ この要綱は，令和２年５月１日から施行し，令和２年度予算に係る補助金に適用する。

２ この要綱は，次年度以降の各年度において，当該補助金に係る予算が成立した場合に，

当該補助金にも適用するものとする。
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附 則

１ この要綱は，令和４年５月１日から施行し，令和４年度予算に係る補助金に適用する。

２ この要綱は，次年度以降の各年度において，当該補助金に係る予算が成立した場合に，

当該補助金にも適用するものとする。
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（交付要綱）別記様式第１号

農地等地域整備構想策定支援事業費補助金交付申請書

第 号

年号 年 月 日

宮城県知事 ○○○○ 殿

市町村等の長

年号○○年度において，下記のとおり事業を実施したいので，補助金等交付規則第３条の規定

により，農地等地域整備構想策定支援事業費補助金 円を交付されるよう関係書類

を添えて申請します。

記

１ 事業の概要 別添「農地等地域整備構想支援事業実施計画書」のとおり

２ 添付書類
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（交付要綱）別記様式第２号

農地等地域整備構想策定支援事業費補助金計画変更承認申請書

第 号

年号 年 月 日

宮城県知事 ○○○○ 殿

市町村等の長

年号○○年○月○日付け宮城県（○○）指令○○号で農地等地域整備構想策定支援事業費補助

金の交付決定通知のありましたこの補助金に係る事業について，下記のとおり計画を変更したい

ので，承認されるよう関係書類を添えて申請します。

記

１ 変更の理由

２ 変更計画の内容 別添「農地等地域整備構想支援事業実施計画書」のとおり
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（交付要綱）別記様式第３号

農地等地域整備構想策定支援事業費補助金中止（廃止）承認申請書

第 号

年号 年 月 日

宮城県知事 ○○○○ 殿

市町村等の長

年号○○年○月○日付け宮城県（○○）指令○○号で農地等地域整備構想策定支援事業費補助

金の交付決定通知のありましたこの補助金に係る事業について，下記のとおり事業を中止（廃止）

したいので，承認されるよう関係書類を添えて申請します。

記

１ 中止（廃止）の理由

２ 中止の期間（廃止の時期）
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（交付要綱）別記様式第４号

農地等地域整備構想策定支援事業費補助金実績報告書

第 号

年号 年 月 日

宮城県知事 ○○○○ 殿

市町村等の長

年号○○年○月○日付け宮城県（○○）指令○○号で農地等地域整備構想策定支援事業費補助

金の交付決定通知のありましたこの補助金に係る事業について，下記のとおり実施しましたので，

補助金等交付規則第１２条の規定により，関係書類を添えて報告します。

記

１ 交付決定額及び精算額

交付決定額 金 円

精 算 額 金 円

２ 事業完了年月日 年 月 日

３ 添付書類

４ 振込先 銀行名：

口座番号： 普通・当座

口座名義人：
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（交付要綱）別記様式第５号

農地等地域整備構想策定支援事業費補助金概算払請求書

第 号

年号 年 月 日

宮城県知事 ○○○○ 殿

市町村等の長

年号○○年○月○日付け宮城県（○○）指令○○号で交付決定通知のありました農地等地域整

備構想策定支援事業費補助金について，下記のとおり 金 円を概算払によって交付

されるよう請求します。

記

１ 補助金交付決定額 金 円

２ 既受領額 金 円

３ 今回請求額 金 円

４ 残額 金 円

５ 概算払請求理由

６ 振込先 銀行名：

口座番号： 普通・当座

口座名義人：
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（交付要綱）別記様式第６号

農地等地域整備構想策定支援事業費補助金財産管理台帳

年度 市町村

（ 写 真 ）

事 業 実 施 主 体 名 称

施 設 ・ 機 械 等 名 称

規格・規模・仕様・構造等

設 置 場 所 耐 用 年 数

取 得 年 月 日 取 得 金 額

県 補 助 金 額 市町村補助金額

その他付記事項
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（交付要綱）別記様式第７号

農地等地域整備構想策定支援事業補助金交付決定前着手届

第 号

年号 年 月 日

宮城県知事 ○○○○ 殿

市町村等の長

下記事業について，年号 年 月 日に事業（の一部）に着手したいので，農地等地域

整備構想策定支援事業費補助金交付要綱第５の規定により届け出ます。

なお，交付決定前に着手する事業に関しては，補助金が交付されないことになっても異議はあ

りません。

記

１ 計画内容

農地等地域整備構想策定支援事業実施計画書及び実施計画書附属資料のとおり

２ 交付決定前に着手する理由
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（
交
付
要
綱
）
別
表
１

項
目

内
容

補
助
対
象
経
費

地
域
住
民
等
の
主
体
的
取
組
と
創
意
工
夫
を
基
本
と
し
た
地
域
整
備
構
想
策
定
に
向
け
た
市
町
村
及
び
土
地
改
良
区
の
活
動
に
係
る

経
費

（
１
）
農
地
整
備
型

①
地
域
活
性
化
委
員
会
活
動
経
費

地
域
活
性
化
委
員
会
が
行
う
農
地
等
地
域
整
備
構
想
策
定
に
要
す
る
経
費
に
対
し
，
市
町
村
等
が
補
助
す
る
の
に
要
す
る
経

費
の
一
部

②
地
域
活
性
化
委
員
会
活
動
支
援
経
費

地
域
活
性
化
委
員
会
に
対
す
る
指
導
及
び
協
議
会
の
活
動
に
要
す
る
市
町
村
等
の
経
費
の
一
部

③
農
地
等
地
域
整
備
構
想
策
定
経
費

市
町
村
等
が
自
ら
行
う
農
地
等
地
域
整
備
構
想
策
定
に
要
す
る
経
費
の
一
部

④
農
地
調
査
等
経
費

農
地
中
間
管
理
機
構
関
連
農
地
整
備
事
業
を
活
用
す
る
こ
と
を
目
標
と
し
て
，
農
地
中
間
管
理
権
を
設
定
す
る
予
定
の
地
区

に
お
い
て
未
相
続
地
等
の
土
地
調
査
に
要
す
る
経
費
の
一
部

（
２
）
土
地
改
良
施
設
整
備
型

①
土
地
改
良
施
設
の
管
理
強
化
，
受
益
農
地
の
管
理
強
化
に
要
す
る
経
費
の
一
部

②
土
地
改
良
区
の
管
理
体
制
強
化
等
に
要
す
る
経
費
の
一
部

（
３
）
農
地
等
防
災
・
減
災
対
策
型

①
市
町
村
の
農
村
地
域
防
災
減
災
対
策
推
進
計
画
等
策
定
に
要
す
る
経
費
の
一
部

表
経
費
区
分
の
留
意
事
項

項
目

内
容

報
償
費

講
師
等
謝
金
（
県
営
事
業
の
関
係
者
及
び
地
域
住
民
自
ら
が
参
画
し
た
組
織
（
以
下
「
地
域

活
性
化
委
員
会
」
と
い
う
。
）
）
の
委
員
に
対
す
る
費
用
弁
償
等
は
対
象
と
し
な
い
。
）

旅
費

普
通
旅
費
，
特
別
旅
費
（
日
額
旅
費
等
）

人
件
費

臨
時
職
員
等

需
用
費

消
耗
品
費
，
印
刷
製
本
費
，
食
糧
費
，
修
繕
費
等

役
務
費

通
信
運
搬
費
，
手
数
料
，
筆
耕
翻
訳
料

委
託
料

諸
調
査
等

使
用
料
及
び
賃
借
料

土
地
建
物
，
自
動
車
，
事
業
用
機
器
等
の
借
料
及
び
損
料

備
品
購
入
費

事
業
実
施
に
直
接
必
要
な
書
籍
，
ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア
等

負
担
金
，
補
助
金
及
び
交
付
金

地
域
活
性
化
委
員
会
に
対
す
る
補
助
金
，
研
修
参
加
費
等

公
課
費

印
紙
税
等

補
助
額

定
額
（
千
円
未
満
切
捨
て
）

（
１
）
④
に
つ
い
て
は
，
（
１
）
①
②
③
と
は
別
に
活
用
を
可
能
と
す
る
。

補
助
金
限
度
額

１
（
１
）
（
④
を
除
く
）
～
（
３
）
は
，
１
地
域
あ
た
り
５
０
０
千
円
以
内
／
年
度

２
（
１
）
④
の
み
活
用
す
る
場
合
は
，
１
地
域
あ
た
り
６
０
０
千
円
以
内
／
年
度

３
（
１
）
①
～
③
に
加
え
て
，
④
を
活
用
す
る
場
合
は
，
１
地
域
あ
た
り
１
，
１
０
０
千
円
以
内
／
年
度
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農地等地域整備構想策定支援事業実施要領

（趣旨）
第１ この要領は，県が施行主体となり実施する農業農村整備事業等（以下「県営事業」とい

う。）について，土地改良法（以下「法」という。）第８５条第１項，法第８５条の３第
１項若しくは第６項又は第８５条の４第１項の規定による申請を行おうとする者及び法第
８７条の３第１項の規定による事業を希望する者（以下「事業申請者等」という。）が宮
城県農業農村整備事業等実施要綱に基づき策定する農地等地域整備構想（以下「地域整備
構想」という）に対する県が行う支援について必要な事項を定めるものとする。

（地域整備構想）
第２ 事業申請者等は，土地改良事業に携わる関係者の合意に基づき，地域の現状と課題を整

理し，県営事業の実施によって目指す農村地域の将来構想等を明らかにした地域整備構想
を策定する。
２ 県は，前項に掲げる地域整備構想の策定に向けて事業申請者等が行う活動に対し，第
５の要件を満たす場合に支援を行う。

（事業の内容）
第３ 本事業に基づき県が支援を行う対象事業等は，別表１のとおりとする。

（事業実施計画の提出）
第４ 本事業の実施を要望する事業申請者等は，別に定める日までに，次の各号に掲げる書類

を知事に提出するものとする。
(1) 農地等地域整備構想支援事業実施計画書（別記様式第１号）
(2) 実施計画書附属資料

（事業実施計画の承認）
第５ 知事は，第４による書類の提出があったときは，当該計画に係る書類の審査及び必要に

応じて行う現地調査等により，次のいずれかの事業要件を満たしていると認めたときは，
予算の範囲内で承認し，事業実施主体に通知するものとする。

(1) 実施地域は，宮城県農業農村整備事業等実施要綱に定める事業管理計画に位置付けが
あるなど，計画的に県営事業の実施が見込まれる地区を含む地域とする。

(2) 農地整備型の実施地域は，数集落を単位とした広がりを有する地域で，地域づくりに
ついて地域住民の熱意及び意欲が高く，市町村等による支援体制が整備されることが見込
まれる地域とする。

(3) 土地改良施設整備型は，地域の課題が明確であり地域整備構想策定による体制強化が
見込まれる地域とする。

(4) 農地等防災・減災対策型は，地域の災害対策上の課題が明確であり，地域整備構想策
定による防災・減災対策の体制強化が見込まれる地域とする。

（事業実績報告）
第６ 市町村等は，事業の採択を受けた年度において，農地等地域整備構想策定支援事業事業

実績書（別記様式第１号）及び事業実績書附属資料により，知事が別に定める日までに，
事業の実績を報告しなければならない。

（その他）
第７ この要領に定めるもののほか，本事業の実施に関し必要な事項は，別に定める。

附 則
この要領は，平成２９年１１月１６日から施行する。

附 則
この要領は，平成３１年４月１日から施行する。
附 則
この要領は，令和２年５月１日から施行する。

178



（実施要領）別記様式第１号

農地等地域整備構想策定支援事業実施計画書（事業実績書）

市 町 村 名

区 分

事業実施区域名

事業実施期間

事 業 主 体 名

補助対象事業費 円

補 助 金 額 円

必要性・目的

内容・効果

補助対象事業費内訳

内 容 数 量 金 額 備 考

合 計 円

収支予算（精算）

区 分 予算額（精算額） 算出基礎・説明

収
入
・
財
源
内
訳 円

支
出 円

担当課 担当者名 連絡先

179



（実施要領）別記様式第１号附属資料

【農地整備型】
１ これまでの地域活動の取組・現状

２ 地域活性化委員会及び地域活性化協議会の整備計画

３ 生産基盤整備・生活環境整備の現状

４ 認定農業者等担い手の状況等

【土地改良施設整備型】
１ 地域及び施設の現状

２ 管理体制強化の計画

３ 研修・人材教育の現状

【農地等防災・減災対策型】
１ 市町村における災害対策の取組・課題

２ 防災・減災対策の推進方向

◆確認資料

計画時 実 績 項 目
報告時

市町村農業農村整備事業管理計画

位置図

農地等地域整備構想

地域整備構想策定に関する活動状況等の記録資料等

農地調査等の計画・実績などの資料等

請求書・領収書等
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（別表１）

項 目 内 容

１．対象事業 地域住民等の主体的取組と創意工夫を基本とした農地等地域整備構想策定に

向けた市町村及び土地改良区の活動

２．農地等地域 農地等地域整備構想は,実施地域における将来の農業農村の姿が生産と生活

整備構想の内容 が調和のとれた姿であり,地域振興等に関する市町村の総合的な計画に則する

ものであるほか,農業振興地域整備計画,農業経営基盤の強化の促進に関する基

本的な構想等の各種計画との調和が図られ,次の（１）から（３）のいずれか

の項目及び内容が盛り込まれていること。

（１） 農地整備型

①基本方針

②地域の現状（地域の概要及び課題）

③農村活性化目標（およそ１０年後に目指す地域の姿）

ア 地域営農システム構想（導入作物，農用地，農業用機械，農業用

施設及び農業労働力の方向・目標等）

イ 地域農地マネージメント構想（農用地利用調整組織及び農用地利

用調整手法の方向,農地集積目標等）

ウ 農村環境保全構想（農村環境保全維持の方向・目標等）

エ 土地利用計画図

オ 農村活性化構想図

④農村活性化実行計画（農村活性化目標を実現するため，地域住民及び市

町村が短期・中長期的な取り組み事項）

⑤その他（農村活性化ビジョン策定に関する活動状況等の記録資料等，農

地調査等に係る資料等）

（２）土地改良施設整備型

①施設管理強化に関する事項

②財務管理強化に関する事項

③受益農地管理強化に関する事項

④土地改良区の統合整備強化に関する事項

⑤研修・人材教育に関する事項

⑥その他必要な事項

（３）農地等防災･減災対策型

①市町村の概要

②市町村における災害対策上の課題

③防災･減災対策の取組状況

④今後の防災・減災対策の推進方針

ア 全体方針（農地防災，減災対策，地域防災）

イ 各種計画との関連（地域防災計画等との関連性）

ウ 農村地域における防災減災対策の施策

エ 施設整備計画（整備事業の名称，計画方針，整備量）

オ 安全対策

カ 農村防災体制計画

キ 地域防災力強化活動計画

⑤その他必要な事項
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項 目 内 容

３．事業主体 （１）農地整備型の事業主体は，市町村又は土地改良区とする。

（２）土地改良施設整備型の事業主体は，土地改良区とする。

（３）農地等防災・減災対策型の事業主体は，市町村とする。

４．推進体制 農地整備型の推進体制については次のとおりとする。

（１）地域活性化委員会は住民参画による自主的な組織とし，市町村等の指導

支援のもとで活動計画及び農地等地域整備構想の策定を行うものとする。

（２）市町村等は，実施地域に関係する農業委員会，農業協同組合，土地改良

区及び関係団体等を構成員とする協議会を組織し，活動計画の調整及び

農地等地域整備構想に対し総合的な指導支援を行うものとする。

（３）県は，効果的な実施のための総合的な指導及び本事業と関連する他事業

との調整に当たるものとする。

５．農地等地域 （１）農地整備型

整備構想の報告 ①地域活性化委員会は，農地等地域整備構想を策定し，市町村長に提出し

等 て，その認定を受けるものとする。

②市町村長は，地域活性化委員会の提出に係る農地等地域整備構想が次の

アからオ全ての要件を満たしていると認めたときは，速やかに農地等地

域整備構想の認定を行うものとする。

ア 実施地域における将来の農業農村の姿が生産と生活が調和のとれ

た姿であること。

イ 農村活性化実行計画が，関係住民の主体性が発揮できる内容であ

ること。

ウ 地域振興等に関する市町村の総合的な計画に則するものであるほ

か，農業振興地域整備計画，農業経営基盤の強化の促進に関する

基本的な構想等の各種計画との調和が図られていること。

エ 経営体の育成，農地の流動化，農作物の生産対策，農産物の加工

・流通の改善，農業技術の開発普及，農業機械の合理的利用，農

産物の需給の調整，農業農村整備，中山間地域対策，環境・景観

保全，福祉対策等に関する施策と緊密な連携の下に計画されてい

ること。

オ 農地等地域整備構想に盛り込むハード事業との相互調整が十分

行われていること。

③市町村長は，農地等地域整備構想を認定したときは，速やかに農地等地

域整備構想を添えて知事に報告するものとする。

（２）土地改良施設整備型

土地改良区は，地域整備構想を策定したときは，速やかに知事に報告す

るものとする。

（３）農地等防災・減災対策型

市町村長は，地域整備構想を策定したときは，速やかに知事に報告する

ものとする。

（４）報告の期限

農地等地域整備構想の報告は，事業最終年度末までに行うものとする。
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